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12 防 護 施 設 工

12－1 防 護 柵

ガードケーブル、ガードレール等の防護施設は、走行中に進行方向を誤った車両が路外に逸脱す

るのを防ぎ、乗員の傷害及び車両の破損を最小限にとどめて、車両を正常な進行方向に復元させる

ことを目的とし、副次的に運転者の視線を誘導する目的を兼ねそなえた施設であり、種別、設置場

所、形式、設置方法は次による。

12－1－1 種 別

防護柵は、原則として「防護柵の設置基準・同解説」（日本道路協会）による種別Ｃを用いる。

12－1－2 設置場所

防護柵の設置箇所は、路側として次のような現地条件を有し、交通の実態等から車両の乗り上

げ防護又は視線誘導上特に必要と認められる最小区間を選定する。ただし、現地条件から設置を

要する区間においも、路側付近の樹木、施設等がその効用を発揮する箇所又は集材、除雪、その

他の作業の妨げになる箇所等は除く。

1 自然斜面、盛土、構造物等と関連した法面勾配（ｉ）と路側高（Ｈ）が、次図に示した斜線

の範囲内にある区間のうち、路側高さ4m以上、かつ法勾配1.0以下の区間（ ）は、路外の

危険度が特に高い区間として防護柵を設置することが必要である。

また、斜線の範囲は基本的に防護柵を設置するものの、走行速度が低く路外逸脱の可能性が

低い等路外の危険度を総合的に判断する。

法勾配ｉ：自然のままの地山の法面の勾配、盛土部における法面の勾配及び構造物との関

連によって想定した法面の勾配を含み、垂直高さ１に対する水平長さＬの割合をいう

（ｉ＝Ｌ／Ｈ）

路側高さＨ：在来地盤から路面までの垂直高さをいう。

2 法面及び法尻付近に突出した岩石、激しい凹凸等のある区間。

3 水深の大きい河川、湖沼、水路等に接する区間。

4 鉄道、道路、人家等に接する区間。

5 橋梁、高架、トンネル等の前後の区間。

6 気象状況その他、交通安全上特にその効果があると認められる区間。

Ｈ

Ｈ
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12－1－3 形式の選定

形式の選定に当たっては、経済性、走向上の安全感、視線誘導、自然景観との調和、施工条件、

維持管理等に十分留意して、その形式を選定する。

また、防護柵の設置基準・同解説（日本道路協会）を参考とする。

1 防護柵の種別は、視線誘導を主とする場合を除き、原則として表12－1－1の各号に示す性能

を有するものでなければならない。

2 現地諸条件に応じ、原則として次の形式を適用するものとし、選定諸条件に差のない場合は

経済性による。

3 曲線部におけるガードケーブル中間支柱の設置間隔は、設置する曲線半径とし、建築限界及

び防護柵の機能性、安全性を考慮し、表12－1－2による。

4 ガードケーブルの防護柵機能向上を図るために柵面にケーブル間隔保持材を取り付けるこ

と。１スパン当たり1～2本を等間隔に配置することとし、本数は図12－1－2による。

5 中間端末の配置に当たっては、設置間隔を概ね150m程度とする。

6 ガードケーブルの端部は、車両衝突時に乗員に与える影響が大きいため、ガードレールによ

り保護し緩衝性を高める構造を標準とするが、路外の状況などにより適切な端部処理が行えな

い場合は、道路および交通の状況を考慮して衝突の危険性が低い位置に端部を設けるなどの措

置を行うこととし、図１２－１による。

表12－1－1 衝突条件

区 分 衝 突 条 件

車両総重量時において、路面から重心までの高さが1.4mの大型貨物車による下表

衝突条件Ａ 種別の設定に示した衝撃度による衝突。

その際の衝突角度は15゜とする。

質量１トンの乗用車による衝突。その際の衝突速度は次により衝突角度は20゜と

衝突条件Ｂ する。
種別 Ｃ 衝突速度 60km/h

強 度 路側用

45kj以上 Ｃ

種別 車両質量 衝突速度 衝突角度 強度（衝撃度）

路側用 （トン） （ｋｍ／ｈ） （度） （ｋｊ）

Ｃ 25 26以上 15 45以上

表12－1－2 曲線部におけるガードケーブル中間支柱の設置間隔及び間隔保持材本数

支 柱 間 隔 2.5m 3.0m 4.0m 5.0m 6.0m

設置曲線半径 Ｃ種 22.5m未満 22.5～50m 50～80m 80～150m 150m以上

間隔保持材 本数 1 1 1 2 2
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ガードレールによる保護

路外方向に曲げることによる設置例

図12－1 路側における端部処理例
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表12－1－3 各形式の防護柵の特徴

形 式 長 所 短 所

適度の剛性と靱性を有する 汚れが目立ちやすい

ガードレール
破損箇所の取換えが容易

視線誘導性がある

曲線半径の小さい区間に使用できる

ロープの再使用が可能で補修容易 曲線半径の小さい区間に使用できない

展望快適性が最も優れている 短区間では不経済である

ガードケーブル 積雪地方に有利である 端末の補修が困難である

支柱間隔が自由にとれる

不当沈下の影響が小さい

表12－1－4 各形式の設置に適した場所

設置場所

形式

ガードレール ◎ ◎ ○ ○ ○ ○

ガードケーブル ◎ ◎ ○ ◎ ○ ◎

◎よく適している ○適している

12－1－4 防護柵高さ

車両用防護柵の路面から防護柵上段までの高さは、原則として60cm以上100cm以下とする。

所要の性能を満たすためにやむを得ず100cmを超える高さとする場合は、車両衝突時における

乗員頭部の安全性を確保できる構造とする。

（歩道等のない橋梁等において、車両用防護柵に歩行者等の転落防止機能を付加して設置する場

合には、車両用防護柵自体の性能、構造を満足するほか、歩行者自転車用柵の構造も満足するこ

とにより、兼用することができるものとし車両用防護柵は路面上から防護柵上段までの高さを、

110cmを標準とする。）
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表12－1－5 耐雪型路側用ガードケーブル

1）路側用ガードケーブル（土中用）構造諸元

種 積 5 年 再 中間支柱 ブラケット 端末部補助支柱

別 雪 現

ラ 最大 支柱 外径 厚さ 埋込 根巻寸法 高さ 厚さ 取付 外径 厚さ 埋

ン 込

ク 仕様記号 積雪深 間隔 深さ 幅×長さ けボ 深

さ

×厚さ ルト

(m) (m) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm) ( m

m)

C 1 Gc-C-6E 0～1 6 114.3 4.5 1400 なし 420 3.2 M12 なし

4.6以上

2 Gc-C2-6E 1～2 6 400×400× 420 4.5 M12 114.3 4.5 400

3 Gc-C3-5E 2～3 5 250 6.8以上

2）路側用ガードケーブル（コンクリート中用）構造諸元

種 積 仕様記号 5年再 中間支柱 ブラケット 端末部補助支柱

別 雪 現最大 支柱 外径 厚さ 埋込 高さ 厚さ 取付 外径 厚さ 埋込

ラ 積雪深 間隔 深さ けボ 深さ

ン ルト

ク (m) (m) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm)

C 1 Gc-C-4B 0～1 4 114.3 4.5 400 420 3.2 M12 なし

4.6以上

2 Gc-C2-4B 1～2 4 420 4.5 M12 114.3 4.5 400

3 Gc-C3-4B 2～3 4 6.8以上

注）1 ５年再現最大積雪深に対する構造諸元は平均密度0.4t/㎥のときの値であり、0.4t/㎥以

外の時は平均密度の比で５年再現最大積雪深を補正する。ただし、1m以下の積雪深は補正の対

象としない。

2 積雪ランク区分は以下のとおりである。

積雪ランク ５年再現最大積雪深

1 1m以下（無対策）

2 1mを超え2m以下

3 2mを超え3m以下

3 除雪した雪を防護柵上に堆雪することが予想される場合は、必要に応じ、堆雪深を考慮

する。

年最大積雪深は、独立行政法人土木研究所 寒地土木研究所 道路吹雪対

策マニュアル http://www2.ceri.go.jp/fubuki_manual/192による。



設、防－ 6

12－1－5 仕様

防護柵は、「車両用防護柵標準仕様・同解説」（日本道路協会）による仕様とする。

12－1－6 形状・寸法

1 現地の状況によってやむを得ず局所的に支柱間隔を変更する必要がある場合は、土中埋込み

用について、表12－1－6の支柱間隔まで短縮することができる。

コンクリート埋込み用については原則として短縮しない。

2 現地の状況によってやむを得ず局所的にブラケットの張出し量を変更する必要がある場合は、

各仕様に示す数値の±50％の範囲内で変更することができる。

表12－1－6 防護柵の最小支柱間隔（土中埋込み用の場合）

形 式 用 途 最小支柱間隔（ｍ）

ガードケーブル 路 側 3.0

12－1－7 支持条件

1 土中埋込み用の場合

1) ガードレール、ガードパイプ、ボックスビームの支柱およびガードケーブルの中間支柱は、

防護柵設置場所の状況によりやむを得ず各仕様に示された支持条件が得られない場合は、ア～

カにより、支柱1本が関与する背面土質量を当該地盤の単位体積質量をもとに算出し各仕様の

支持条件と同等以上となるよう対策を行う。

ア 設置条件及び地盤状況の把握

各仕様で前提としている地盤はＮ値5～10程度である。法肩距離、法勾配、埋込み深さにつ

いての標準的な値は各仕様に図示している。

支柱を土中に埋め込む場合の支柱の強度は、法肩距離、法勾配、埋込み深さ、地盤状況等の

支持条件によって左右されるが、設置場所の状況は千差万別であり、必ずしも各仕様で示され

る支持条件が確保されるとは限らない。このため、防護柵の設置にあたっては設置場所の設置

条件や地盤状況を把握し、特に地耐力の小さい地盤にあっては地盤改良を行う。

イ 背面土質量の算定

衝突荷重に対する支柱の支持力は、支柱の背面土が反力として抵抗するため、その背面土

質量と密接な関係にあることが既往の衝突実験により確認されている。このため、図12－1－2

に示す背面土量を考慮して、支柱1本が関与する背面土質量を算出し、これにより支柱の支持

力を評価する。各仕様に示す支持条件での支柱１本が関与する背面土質量を表12-1-7に、支柱

1本が関与する背面土量を表12-1-7-(2)に示す。また、各仕様に示す支持条件で測定した支柱

の極限支持力（路面から荷重作用高さの位置において支柱に水平に加えた荷重と変位の変形曲

線から求めた平均支持力）を参考までに表12－1－7に示す。
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図12－1－2 背面土量の範囲

注 1) 背面土質量(t)＝背面土量(ｍ3)×土の単位体積質量(t/ｍ3)

2) 分離帯や歩車道境界用の背面土量の算出は本図において支柱背面が平坦なも

のとして行う。

表12－1－7 支柱1本が関与する背面土質量

種 別 支柱1本が関与する 標 準 荷 重 支柱の
支柱の形状

背面土質量 埋込み深さ 作用高さ 極限支持力
路 側 用

(t) (mm) (ｍ) (ｍ) Pw(KN)

Ｃ 0.82 φ114.3×4.5 1.40 0.60 12

※ 背面土量(ｍ3)×単位体積重量(1.8t/ｍ3)
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表12－1－7－(2) 支柱1本が関与する背面土量(m3)

のり勾配 肩距離 支 柱 根 入 れ 長 H (m)

(1:y) (X:m) 1.1 1.2 1.3 1.4 1.5 1.65

0.0 0.163 0.211 0.268 0.335 0.412 0.554

0.2 0.257 0.322 0.398 0.484 0.582 0.760

0.25 0.284 0.354 0.434 0.526 0.630 0.816

1.2 0.4 0.370 0.455 0.551 0.660 0.781 0.998

0.6 0.494 0.601 0.720 0.853 1.001 1.260

0.8 0.619 0.750 0.896 1.056 1.232 1.538

1.0 0.738 0.896 1.069 1.259 1.466 1.823

0.0 0.209 0.271 0.345 0.431 0.530 0.713

0.2 0.304 0.383 0.475 0.581 0.701 0.920

0.25 0.330 0.414 0.511 0.622 0.748 0.976

1.5 0.4 0.413 0.512 0.624 0.752 0.896 1.154

0.6 0.530 0.650 0.786 0.937 1.106 1.406

0.8 0.648 0.791 0.951 1.128 1.325 1.671

1.0 0.757 0.926 1.112 1.318 1.544 1.939

水 平 地 盤 0.970 1.260 1.602 1.999 2.453 3.239

ウ 背面土質量の評価

イで算出された支柱1本が関与する背面土質量が表12－1－7に示す各仕様の支柱1本が関

与する背面土質量と同等以上かどうかについて評価し、支柱の支持力が十分であるかを確

認する。設置地盤の土の単位体積質量が小さい場合は、地盤改良により土の単位体積質量

の改善を行い必要な背面土質量の確保を図るか、以下の方法で対応策の検討を行う。また、

のり肩距離、のり勾配、埋込み深さが不足する場合も、以下の方法で対応策の検討を行う。

エ コンクリート根巻き構造による対応策

ウで期待する背面土質量を確保できないと判断された場合は、不足している背面土質量

を算出し、コンクリート根巻きにより不足分の質量を補う。設置場所における法肩距離、

のり勾配、埋込み部の状況などを踏まえ、根巻きコンクリートの適切な形状寸法を検討す

る。なお、耐雪型防護柵の各仕様で根巻き寸法が記載されているものはこれを下回らない

ようにする。

オ 連続基礎構造による対応策

エで算出されたコンクリート根巻きの形状寸法が施工性に影響するような形状である場

合、または土中内に埋設物などがあり、所定の埋込み深さを確保できない場合などは、連

続基礎などの対策を行う。

カ 支柱間隔の短縮構造による対応策

設置場所の制約条件などから根巻き基礎や連続基礎構造による対応策ができない場合、

土中内に埋設物などがあり所定の埋込み深さよりも浅くせざるを得ない場合などは、支柱

間隔を短縮することにより1ｍ当たりの支柱強度を上げる対策を行う。

支柱間隔を短縮する場合の許容できる最小支柱間隔は表12－1－6による。
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12－2 道路反射鏡

道路反射鏡は他の車輌、歩行者、障害物等を確認し、危険を防止する目的で設けるもので、林道

の立地条件及び交通の状況に応じて必要な設置場所、形式を決定する。

1 道路反射鏡は、小半径（林道規程の安全視距が確保できない箇所等）又は登り坂の頂上付近に

設置する。

2 形式については、丸形で鏡面の径については、1,000mmを標準とする。

12－3 視線誘導標

視線誘導標は、路端及び林道の線形を明示し、運転者の視線誘導を行うためのもので、夜間及び

昼間において視線誘導を行う必要がある区間に設置する。なお、視線誘導標は舗装道路での適用を

標準とする。

1 設置場所

1) 設置の目安

曲線半径の小さい曲線部、幅員や縦断勾配の急変場所、縦断勾配の急な区域、濃霧、積雪地

帯又は路側に水路を有する林道等路端を明示する必要がある区間に設置することが望ましい。

ただし、次の区間は省略することができる。

ア 防護柵が設置してあり、これを視線誘導標として利用できる区間

イ 歩道のある区間及び道路照明が連続的に設置され夜間でも明るい区間

ウ 家屋等があり設置不要と考えられる区間

エ 切土区間

オ 曲線部の内側

2) 積雪地帯においては、運転者の視線を誘導するため、スノーポール兼用型を設置することが

できる。（冬期間除雪する林道に適用）

3) 反射体は丸形を標準とし、その色は白色又は橙色で、自動車の前照灯による光線を指向反射

する。

設置高さは路面上50cm～100cmの範囲で、原則として建築限界の外側30cm程度離して鉛直に

設置する。

2 設置間隔

1) 直線区間の設置間隔は、40mを標準とする。

2) Ｒ＝80m未満の曲線の設置間隔については、曲線半径1/2を標準とする。

12－4 標 識 工

標識は、林道利用者に目的地、距離、幅員等を明らかにすると共に、交通の安全と円滑な通行を

図るため、設置する。

12－4－1 起点及び終点標識

林道の起点及び終点には、次の事項を記載した標識を設置する。

路線名、幅員、延長（完通後）、管理者。

12－4－2 起点及び終点案内板

必要に応じ、林道の起終点及び間点には次の事項を記載した案内板を設置する。

設計速度、通行注意事項、管理者等
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12－4－3 警 戒 標 識

警戒標識は概ね手前30mの位置に路肩端部高1.0m以上に設置する。

1 単屈曲（折）

2 背向屈曲（折）

3 つづら折

4 踏切（必ず設置）

5 落石

6 急勾配（一般に10％以上）

急勾配の標識は、急勾配すべてが標識設置の対象となるのではなく、道路幅員、林道沿いの状

況、勾配の延長等を考慮し、設置位置を検討する。

カーブ標識で、屈曲と背向屈曲の使い分けは、次にくる屈曲が概ね60m以上離れている場合は

「屈曲あり」、60m以内で連続している場合は「背向屈曲あり」を用いる。

また、つづら折りは、急カーブが連続して3つ以上続く場合に設置する。

12－4－4 案 内 標 識

案内標識は路肩端部高1.8m以上の高さに設置する。

1 待避所、車廻し

12－4－5 キロ程標識

キロ程標識は、起点（終点）から1,000m毎に設置するものとし、路肩端部高1.0m以上の高さに

設置する。

12－4－6 道路標識の設置方式

道路標識の設置高さ、設置位置を決める場合には車道部及び歩道等の建築限界を侵さないこと、

視認性を損なわないことの２点に特に留意する。

1 路側式

標示板を単一又は複数の柱に取り付け、道路の路端等に設置する方式を言う。

なお、自転車道等において支柱をその建築限界（ｈ＝2.5m）の上方に張り出させこれに標示

板を取り付けた形式のものがあるが、ここではこれも路側式に分類する。

表12－5－1 道路標識の設置方式

設置方式 設 置 方 式 の 例

路

側

式
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1) 冬期間も開放する路線にあっては、当該地域の積雪深、除雪方法等を考慮して、積雪、堆

雪により標識の視認性が損なわれることのないように、又、除雪の妨げとならないように、

1.8m以上の適切な設置高さとする。

2) 支柱及び標示板の設置位置

標示板の位置は林道規程の建築限界外に設ける。

この場合路側に余裕があれば路肩部端から標示板の端までの空間を25cm程度確保する

ことが望ましい。

路側に設置する場合

図12－5－1

12－4－7 道路標識等の基礎

道路標識等の基礎はをコンクリートブロックとする。

なお、門形式の道路標識の基礎若しくは、路側式、片持式、複柱式の基礎で道路の状況等によ

り平面形状が正方形又は円形とすることができない場合や基礎の根入れ長さが大きくとれない場

合については、道路橋基礎の設計法に準拠して設計する。
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12－5 落石防護網工

硬岩の切土法面で落石の恐れのある箇所、又は転石まじり土・礫まじり土等の切土法面で雨水

の洗堀によって、礫・転石・岩片等の落石の恐れのある箇所などに用いる。

落石防護網工は落石面の位置・箇所等によって、落石発生面を直接被覆する覆式と、ネット外

の落石をその頭部で収納するポケット式に区分し、落石量の多い場合は落石防護柵等を併設する。

1 対象面積は正面展開図を作成し、それぞれの高さ及び長さから算定する。

2 形式の選定は、落石荷重・法長・法勾配（度）により決定する。

3 海岸地帯で腐食の激しい箇所、又は景観保持上必要とする場合は、ビニール被服・厚メッキ

又はカラー（着色亜鉛メッキ）金網及びワイヤーを用いてもよい。

4 金網下端は落石が堆積することを考慮し、１ｍ程度の空高を設けること。また積雪地域にあ

っては、積雪によって下端部が押さえられ中間部に落石が集積して金網が破損することもある

ので、積雪量を考慮し、空高を決定する。

5 金網上端は法頭の崩落・侵食を考慮し、法頭から３ｍ程度まで被覆し、併せて金網と地山が

密着するよう法頭のラウンディングを行う。

12－5－1 アンカー

1 アンカーの定義

1) 主アンカー

補助アンカーの一部とともに落石荷重を支える。

2) 補助アンカー

ロープの定着等施工上必要なもので、一部は主アンカーとともに荷重を分担して受けもつ。

2 アンカーの分類

1) 土中用アンカー

岩盤以外の土砂であって、かつ人力による打込みが可能な箇所に設置する。

2) コンクリートアンカー

作用荷重が土中用アンカーの範囲を超えている場合に適用し、コンクリートブロック基

礎とする。

3) 岩盤用アンカー

岩盤等、人力で打込みが不可能であり、ドリルによる穿孔を必要とする箇所に施工され

るロックボルト等をいう。

12－5－2 落石荷重

落石荷重は、現場条件（落石の量・形状等）を勘案し決定するが、網面積１スパン４０㎡（金

網幅４ｍ・のり長１０ｍ）につき５，０００Ｎ・１０，０００Ｎ・１５，０００Ｎの３種類と

する。
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12－5－3 落石防護網工の種類と設計手順

1 覆式落石防止網工

2 ポケット式落石防止網工

スタート

覆式落石防護網工 ポケット式落石防護網工

設計に用いる落石荷重及び自重の 落石エネルギー

の決定

可能吸収エネルギーの計算 No

法長分の落石荷重及び自重に耐え ①金網の吸収エネルギー

得る縦ロープの径の決定 ②ワイヤロープ吸収エネルギー

③支柱

法長方向下方３スパン分の落石重 ④吊ロープ

量及び自重に耐え得る横ロープの ⑤落石の衝突前後におけるエネル

間隔及び径の決定 ギー差

可能吸収 落 石

金網の種類の決定 ≧

エネルギー エネルギー

アンカーの強度及び安定に対する アンカーの強度及び安定に対する

検討 検討

12－5－4 覆式落石防護網工の設計

1 設計条件

1) 落石荷重

落石荷重の設定方法

・落石１個当たり重量＝１／６πＤ ×γ Ｄ＝落石の直径（ｍ）３

＝０．５２３６Ｄ ×γ γ＝落石の質量 27,000N／ｍ3３

・落石重量＝落石１個当たり重量×個数 落石個数（40㎡当たり）
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2) 落石防護網工の自重

落石防護網の自重は表12－5－ 1 のように定める。

表12－5－1

標 準 質 量 素 線 径

形 式

(Ｎ／㎡) (㎜)

５，０００Ｎ ２６ ２．６（＃１２）

１０，０００Ｎ ３７ ３．２（＃１０）

１５，０００Ｎ ５４ ４．０（＃ ８）

（参考 のり長20ｍ、水平距離32ｍ、架設面積640.0㎡を基準として算定したものである｡）

3) ワイヤロープの切断荷重及び安全率

縦ロープ及び横ロープに使用するワイヤロープの径、及び破断荷重は表12－5－ 2 のよう

に定める。また、計算に当たっての安全率は破断荷重に対し２．０以上とする。

表12－5－2

ロープ径 破断荷重(kN)

１２ ６８．６

１４ ９８．１

１６ １１８

１８ １５７ (注3)

4) 金網の素線の引張強度は290～540Ｎ／㎜２（JIS G3547）とし、応力計算に当たっては

その許容引張応力をσａ＝１４５Ｎ／㎜２とする。

2 設計方法

1) 縦ロープの設計

縦ロープにかかる荷重は、縦ロープ１スパン（幅４ｍ）の法長総延長分の落石重量及び自

重とし、その荷重に耐えなければならない。この場合の荷重は設計荷重とする。なおロープ

の最小径は、１２㎜とする。

2) 横ロープの設計

横ロープにかかる荷重は、法長方向下方３スパンの落石重量及び自重を等分布荷重として

受けるものとする。なお、ロープの最小径は１２㎜とする。
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3) 金網の設計

金網にかかる荷重は、横ロープにかかる荷重と同様とし、使用する金網の径、及び線交

差点強度の有効張力は、表12－5－ 3 、表12－5－ 4 のように定める。また、計算に当たっ

ての安全率は有効張力に対して２．０以上とする。

表12－5－3

素線径 断面積 許容応力度 Ｐｏ Ｐａ

(㎜) (㎜２) (Ｎ／㎜２) (Ｎ)

２．６ ５．３ １４５ ７６９ ７６０

３．２ ８．０ １４５ １，１６０ １，１５０

４．０ １２．６ １４５ １，８２７ １，７９０

金網の目合は、図に示す諸元となっているので、

金網の線交差点強度は次式で求められる。

Ｐａ＝２Ｐｏ・ｃｏｓ４２．５ﾟ×１／１．５

金網素線の許容引張強度 Ｐｏ＝π／４×Ｄ ×σａ２

（ここで１．５は安全率、Ｄは素線径）

表12－5－4

素線径 金網幅 線交差点数
Ｐａ × ｎ １

(㎜) (ｍ) （ｎ） ｍ

当たりの金

網張力

２．６ ７６０×１４．８ １１．２ kN／ｍ

３．２ １．０ １４．８ １，１５０×１４．８ １７．０ kN／ｍ

４．０ １，７９０×１４．８ ２６．５ kN／ｍ

金網幅１ｍ当たりの線交差点数は次式で求められる。 表12－5－5

ｎ＝１／（２・Ｓ・ｓｉｎ４２．５ﾟ）＝１４．８ 金網幅 線交差点数

金網張力＝Ｐａ×ｎ １．０ｍ １４．８

12－5－5 摩擦力及び斜面勾配による補正

落石が網と地面の間を動くときに地面と落石の間に摩擦力が働くため、摩擦力及び斜面勾配

によって次のように補正する。

ＷA ＝ Ｔ－νＲ

＝（ｓｉｎθ－νｃｏｓθ)Ｗ

＝ ＫＷ

ＷA：実際に作用する荷重

Ｗ ：落石重量＋落石防止網自重

ν ：落石と地山との摩擦係数(≒0.5)

θ ：斜面勾配（度）

Ｋ ：補正係数

Ｋ ＝ ｓｉｎθ－νｃｏｓθ

1 縦ロープの計算には、平均勾配（度）を使用し、金網・横ロープの計算には最大勾配（度）

を使用する。



設、防－16

12－5－6 アンカーの設計

1 アンカーにかかる荷重は、縦ロープにかかる荷重と同様とし、アンカーの選定は下表による。

表12－5－6 土中用アンカーの耐力 単位：ｋＮ

施工箇所の地盤性状 作用荷重(WA)に対する各種アンカーの耐力(kN)

土 質 力 学 的 性 状 ﾋﾟﾝｱﾝｶｰ 羽根付ｱﾝｶｰ T型ｱﾝｶｰ(100) T型ｱﾝｶｰ(150)

砂質土 締り ゆるい状態 ２．９ ７．４ １２．１ １８．４

具合 中位の状態 ３．２ ９．５ １３．７ ２１．７

粘性土 硬さの 柔らかい状態 ３．７ ６．８ １３．０ １５．６

程度 中位の状態 ４．９ １３．７ １６．９ ２９．４

表12－5－7 岩盤用アンカーの耐力

許 容 耐 力 径 計 算 式

５８．８kNまで φ２５ Ｒ＝４．９㎝２×１２．０kN／㎝２＝５８．８kN(５．８８tf)

注) 許容せん断応力度＝8.0kN／㎝
２
×1.5＝12.0kN／㎝

２

2 施工に当たっては、現地でメインアンカーの引張試験を行い、設計アンカーで妥当か否かを

確認し、メインアンカーを決定する。
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落石防護網工の設計例

１ 現場条件の確認

(1) 落石の状況

網面積１スパン４０㎡（網幅４．０ｍ、網

長１０．０ｍ）当たり、直径４０㎝の玉石

が１５個ある。

(2) 最大網長

最大網長は、３８ｍ。（図－１より）

(3) 落石荷重の算出

・落石の直径 Ｄ＝０．４ｍ

・落石の質量 γ＝２７，０００Ｎ／ｍ 3

・落石の個数 ＝１５個

落石１個当たり重量（４ 覆式落石防護網工の設計－(1)－①より）

＝０．５２３６×０．０６４×２７，０００＝９０５Ｎ／ｍ 3

落石の重量（４ 覆式落石防護網工の設計－(1)－①より）

＝９０５Ｎ／ｍ 3×１５個＝１３，５７５Ｎ／ｍ 3

∴落石荷重は４０㎡当たり、１０，０００Ｎ＜１３，５７５Ｎ＜１５，０００Ｎとなるので、

１５，０００Ｎと想定し設計する。

落石重量＝１５，０００Ｎ

(4) 斜面勾配（度）

・最大角度（θ 1）

「法長方向下方３スパンの落石重量及び自重を等分布荷重として受けるものとする。」より、

３スパン（１スパン１０ｍ×３スパン＝３０ｍ）で計算する。（図－１より）(注 7)

＝（７８ﾟ×１５ｍ＋７２ﾟ×１５ｍ）÷３０＝７５ﾟ

※ 30ｍ以上の場合、連続したスパンを一つとして、危険な斜面を採用する。

・平均角度（θ 2）

「縦ロープ１スパン（網幅４ｍ）の法長総延長分の落石重量及び自重とし、その荷重に耐えな

ければならない。」より、のり長総延長＝３８ｍで計算する。（図－１より）

＝（７８ﾟ×１５ｍ＋７２ﾟ×２０ｍ＋３３ﾟ×３ｍ）÷３８ｍ＝７１．２ﾟ

・最大角度（θ 1）は金網及び横ロープの計算に使用し、平均角度（θ 2）は縦ロープの計算

に 使用する。（５ 摩擦力及び斜面勾配による補正－(1)より
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２ 安定計算

(1) 金網

金網にかかる荷重は、横ロープにかかる荷重（法長方向下方３スパン）と同様と考える。

① 落石荷重

Ｗ 1＝１５，０００Ｎ／１スパン×３スパン ＝４５，０００Ｎ

② 補正係数（５ 摩擦力及び斜面勾配による補正より）

Ｋ 1＝ｓｉｎθ 1－０．５×ｃｏｓθ 1＝ｓｉｎ７５ﾟ－０．５×ｃｏｓ７５ﾟ＝０．８４

③ 金網の自重（φ４．０×５０×５０）

標準質量＝５４Ｎ／㎡（表 12－ 6－ 1より）、金網張力＝２６．５ kN／ｍ（表 12－ 6－ 4

より）

Ｗ 2＝５４Ｎ／㎡×４ｍ×３０ｍ ＝６，４８０Ｎ

④ 金網にかかる荷重

Ｗ A＝Ｋ 1（Ｗ 1＋Ｗ 2）

＝０．８４×（４５，０００Ｎ＋６，４８０Ｎ）＝４３，２４３Ｎ ＝４３．２５ kN

⑤ 金網の有効張力

Ｔ N＝２６．５ kN／ｍ×４ｍ ＝１０６ kN

⑥ 金網の安全率（４－(2)－③より安全率２．０以上）

Ｆ 1＝Ｔ N／Ｗ A＝１０６ kN／４３．２５ kN

＝２．４５（≧２．０・・・ＯＫ）

以上により、金網の線径はφ４．０×５０×５０とする。（素線径φ３．２も一応確認）

(2) 縦ロープ

縦ワイヤーロープには、ワイヤーロープ間隔１スパン（４ｍ）の最大網長分の落石荷重及び自

重に耐えなければならない。

① 落石荷重

Ｗ 1＝１５，０００Ｎ／１スパン×３８ｍ／１０ｍ ＝５７，０００Ｎ

② 金網の自重

Ｗ 2＝５４Ｎ／㎡×４ｍ×３８ｍ＝８，２０８Ｎ

③ 補正係数

Ｋ 2＝ｓｉｎθ 2－０．５×ｃｏｓθ 2＝ｓｉｎ７１．２ﾟ－０．５×ｃｏｓ７１．２ﾟ

＝０．７９

④ 縦ロープにかかる荷重

Ｗ B＝Ｋ 2（Ｗ 1＋Ｗ 2）

＝０．７９×（５７，０００Ｎ＋８，２０８Ｎ）＝５１，５１４Ｎ＝５１．５２ kN

⑤ 縦ロープの選定（表 12－ 6－ 2より）

φ１４ mm、切断荷重：Ｔ r＝１０８ kN

⑥ 縦ロープの安全率（４－(1)－③より安全率２．０以上）

Ｆ 2＝Ｔ r／Ｗ B＝１０８ kN／５１．５２ kN

＝２．０９（≧２．０・・・ＯＫ）

以上により、縦ロープ径はφ１４とする。（縦ロープ径φ１２も一応確認）
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(3) 横ロープ

横ワイヤーロープは、ワイヤーロープ間隔（１０ｍ）法長方向下方３スパンの落石荷重及び自

重を等分布荷重として受け止めるものとし、それに耐えなければならない。

① 落石荷重

Ｗ 1＝１５，０００Ｎ／１スパン×３スパン＝４５，０００Ｎ

② 金網の自重

Ｗ 2＝５４Ｎ／㎡×４ｍ×３０ｍ＝６，４８０Ｎ

③ 補正係数

Ｋ 1＝ｓｉｎθ 1－０．５×ｃｏｓθ 1＝ｓｉｎ７５ﾟ－０．５×ｃｏｓ７５ﾟ＝０．８４

④ 横ロープにかかる荷重

Ｗ A＝Ｋ 1（Ｗ 1＋Ｗ 2）

＝０．８４×（４５，０００Ｎ＋６，４８０Ｎ）＝４３，２４３Ｎ

⑤ 分布荷重

Ｗ ＝Ｗ A／ｌ

＝４３，２４３／４

＝１０，８１１Ｎ／ｍ

⑥ サグ

ｆ ＝ｌ×０．１

＝４×０．１

＝０．４

⑦ 横ロープの張力

Ｔ ＝（Ｗ×ｌ 2）／（８×ｆ）

＝（１０，８１１Ｎ／ｍ×４
2
）／（８×０．４）＝５４，００５Ｎ＝５４．０６ kN

⑧ 横ロープの選定（表 12－ 6－ 2より）

φ１６ mm、切断荷重：Ｔ r＝１１８ kN

⑨ 横ロープの安全率（４－(1)－③より安全率２．０以上）

Ｆ 3＝Ｔ r／Ｗ A＝１１８ kN／５４．０６ kN

＝２．１８（≧２．０・・・ＯＫ）

以上により、横ロープ径はφ１６とする。（横ロープ径φ１４も一応確認）

(4) メインアンカー（土中用）
アンカーにかかる荷重は、縦ロープにかかる荷重と同様と考える。

① アンカーにかかる荷重

Ｐ（Ｗ B）＝５１．５２ kN

② 当現場におけるアンカー設置箇所条件、

≪ 土 質 ≫ ＝ 粘性土

≪土の状態≫ ＝ 中位の状態であると考えられる。
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③ アンカーの計算（表 12－ 6－ 6より）

1) メインアンカー１本使用の場合

・メインアンカー ≪Ｔ型アンカー(１５０)≫の耐力＝２９．４ kN

・サブアンカー ≪ピンアンカー≫ の耐力＝４．９ kN

・アンカーの合計耐力 ２９．４ ＋ ４．９ ＝３４．３ kN

５１．５２ kN ＞ ３４．３ kN ・・・ ＮＧ

2) メインアンカー２本使用の場合

・メインアンカー ≪Ｔ型アンカー(１５０)≫の耐力＝２９．４ kN

・メインアンカー ≪Ｔ型アンカー(１５０)≫の耐力＝２９．４ kN

・サブアンカー ≪ピンアンカー≫ の耐力＝４．９ kN

・アンカーの合計耐力 ２９．４＋２９．４＋４．９＝６３．７ kN

５１．５２ kN ＜ ６３．７ kN ・・・ ＯＫ

以上により、最大網長３８ｍの場合は、メインアンカーを２本使用となるが、１本使用の場合

での限界網長を検討する。

④ １本使用の場合の限界網長（現場条件等を考慮し、使い分けを検討する）

1) メインアンカー１本使用のアンカー耐力：Ｐ'として Ｐ'＝３４．３ kN

2) 限界網長：α Ｗ 1＝１５，０００Ｎ／１スパン×αｍ／１０ｍ＝１，５００Ｎα

Ｗ 2＝５４Ｎ／㎡×４．０ｍ×αｍ＝２１６Ｎα

Ｗ B＝Ｋ 2（Ｗ 1＋Ｗ 2） ＝０．７９×（１，５００Ｎα＋２１６ Ｎα）

＝１，３５５Ｎα

Ｗ B＝Ｐ'

１，３５５Ｎα＝３４，３００Ｎ

α＝２５．３１

上記式を解くと、α＝２５．３ｍとなる。

以上により、

網長＝２５．３ｍ以下の場合は、

・メインアンカー ≪Ｔ型アンカー(１５０)≫ １本

・サブアンカー ≪ピンアンカー≫ １本 を使用する。

網長＝２５．３ｍを超える場合は、

・メインアンカー ≪Ｔ型アンカー(１５０)≫ ２本

・サブアンカー ≪ピンアンカー≫ ２本 を使用する。

(注 1)は、『落石対策便覧 P140 参照』

(注 2・4)は、『北海道開発局道路課設計要領 第２集道路付帯施設 P2-2-（1・2） 参照』

(注 3)は、『落石対策便覧 P134 参照』

(注 5)は、『落石対策便覧 P136 参照』

(注 6)は、『落石対策便覧 P137 参照』

(注 7)は、法長総延長が３０ｍ以上の場合は３スパン、２９ｍ以下の場合は下記による。

のり長総延長が２９ｍの場合は、２９ｍ／１０＝２．９スパン

のり長総延長が１７ｍの場合は、１７ｍ／１０＝１．７スパンで計算。
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図 12－ 5－ 1 落石防止網標準図

H19道路工事標準設計図集より
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図 12－ 5－ 2 土中用ｱﾝｶｰ標準図

H19道路工事標準設計図集より
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12－6 落石防止柵工

長大な切土法面等において、 図12－6－1 落石防止柵工の一例（単位mm）

地震又は集中豪雨などにより万

一落石があった場合に、落石防

止網のみでは交通に危険を及ぼ

すと思われる箇所、又は道路隣

接地から転石などの落石が予想

される箇所などに用いる。

(a) コンクリート擁壁上の落石防止柵

(b) 小段上の落石防止柵

1 設置位置は最下部の小段上とするが、必要に応じて上部小段に設けるものとする。

2 土砂を伴って落石する場合にはコンクリート擁壁を設け、その上部に柵を設置すると良い。

3 落石高の高い場合や落石量の多い場合は緩衡用の平場を設けるか、落石防止擁壁を設け、

危険を除くよう配慮する必要がある。

4 落石防止柵等の基礎コンクリートの支柱部分天端幅は、直接支柱に衝撃が加わり破損する

ことがあるので、50cmに増厚する。

5 落石防止網工の一般的留意事項の2～3は、落石防止柵工にも適用する。

6 落石防止柵工の種類及び柵高は表12－7－1及び図12－7－2より選定すること。

表12－6－1 落石防止柵の種類

種類
柵高 1.00m 1.25m 1.55m 2.00m

コンクリート中建込み Ｃ－3 Ｃ－4 Ｃ－5 Ｃ－6

土 中 建 込 み Ｄ－3 Ｄ－4 Ｄ－5 Ｄ－6

土中建込み(ステー付) ＤＳ－3 ＤＳ－4 ＤＳ－5 ＤＳ－6
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図12－6－2 落石防止柵の種類選定図


